
















 いわゆる「平成の大合併」によって，新制鳥取市が誕生し本年でちょうど 10 年が経過した。2004






















































































































戦後，鳥取市は 1953 年 に「昭和の大合併」で 15 カ村を編入した。しかし，その影響は大きく 
1956 年には財政破綻の末に財政再建団体へ転落。その後約 10 年間にわたる苦難の財政再建の道を
歩むことになる。この間の事情を『鳥取市誌』は次のように述べている。少々長くなるが，歴史的
文章なので，引用しておこう。 
「（昭和）27 年 4 月 17 日の大火災による復旧事業費の増加と合併促進法施行に先だち 28 年 7 月
に周辺 15 カ村の合併で 1836 万 9000 円の赤字を引き継いだため，29 年度末には 3 億 2208 万 9000
円の赤字が累積した。そのため市財政は極度に逼迫し，事業の支払繰延は慢性化して遂には毎月の




31 年 2月，地方財政再建特別措置法が施行されるやいち早くその適応を受け，財政再建債 3億 1800
万円（政府債 1 億 5800 万円・縁故債 1 億 6000 万円）を借り入れることによって当面の財政危機を

























 こうした公共事業の実施を主な原因として生じた鳥取市の市債残高は，1991 年には 366 億円であ
ったものが，2000 年度では約 800 億円と，この 10 年間で 2.2 倍にのぼっている（５）。この額は，
先に示した鳥取市の年間一般会計予算総額をはるかに超えるものとなった。 
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住民税における個人均等割が合併前の 2003 年には 2500 円であったものが，合併したとたんに
3000 円に引き上げられた。同じく住民税の法人部分は旧河原町，旧用瀬町，旧佐治村では 12.3％か
ら 2010 年度には 14.7％に上げられ，全体が旧鳥取市の制度に統一された。 
固定資産税については，旧福部村，旧用瀬町，旧佐治村，旧気高町，旧鹿野町が 1.4％であった
ものが，これも旧鳥取市の制度に統一されて 2010 年度からは一律 1.5 に引き上げられた。 
国民健康保険料の所得割では各市町村でばらつきがあったものの，およそ 6％から 7％だったもの
が，合併後除々に引き上げられて 2007 年度には鳥取市全体として 8％に統一された。それに従って
均等割も平等割も上げられていった。 
遠距離通学費補助については，その対象がこれまで小学生では 2 ㎞ないし 2.5 ㎞以上で補助され





ゴミ袋の料金では，合併時の 2004 年度にいったん鳥取市の料金に統一されたのち，2007 年度に
大一枚あたり 60 円となった。この料金は，合併前の旧鳥取市では 11.6 円，旧国府町では 20 円，旧































一人当たりの借金額は約 134 万円だ。 
 この債務に関わる財政状況は，10年前合併した当時の2005年度普通会計における地方債残高1272
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 合併以降，鳥取市の財政規模は図 1にみられるように，2008（平成 20）年度には 787 億円と一時
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 第３に，財政基盤の弱体化に，なんらブレーキがかかっていないという点である。 
 一般的に財政基盤の強さは，自主財源の大きさに比例する。鳥取市の場合，図２にみられるよう













民営化によって 26 園に減らされた。 
さらに，職員の削減である。市職員（一般行政職）は 2010～2014 年の５年間で 133 人の減，さら
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（支所名）  2004.4.1(合併前)   2004.11.1 (合併時)   2014.6.1(現在) 
・国府支所    ９９人       ４２人        ２０人 
・福部支所    ６２         ２８       １８ 
・河原支所   １２１         ４７       ２２ 
・用瀬支所    ７４         ３３       １８ 
・佐治支所    ７０         ２６       １８ 
・気高支所   １２８         ４４       ２１ 
・鹿野支所    ８０         ３０       １９ 
・青谷支所   １０９         ４２       ２２ 
合計    ７４３人       ２９２人     １５８人 
 








































































































































もに特例市の要件をかろうじて満たし，山陰初の 20 万（20 万 1740 人－2005 年）都市となった。し
かしその後，2010 年には 20 万 3000 人に増える（17）とする鳥取市の見込みに反して，実際には 19
万 7449 人へと減少し 20 万人口を早くも割り込んでしまった。今後，ますます人口は減少し，2015
年には 19 万 5000 人，2020 年には 19 万 3000 人になると鳥取市は予想している（18）。 
 それにともなって，地方税は確実に減少する。地方税のなかでも中核をなす個人住民税は 2007
年の 83 億 3616 万円から 2013 年には 77 億 6664 万円へと減少した。また，固定資産税は同年の 120














 他方，国庫支出金はどうか。表４は，2003（平成 15）年から 2010（平成 22）年までの歳入決算
額の推移を決算ベースで示したものである。このなかで国庫支出金の推移をみると，その間，金額
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 本文で述べたように，鳥取市においても合併特例債 550 億円にのぼる借入限度額のうち，今まで
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 第２に，本年（2014 年）5月，地方自治法の改正によって特例市の廃止が決定した。施行は 2015






























































 さらに 2000 年代に入り，地方分権の受け皿となるような強い自治体をつくることを目指して全国
的に市町村合併が実施された。本文で指摘したように，これによって合併地域の中心部と周辺部と




























































（３）鳥取市『鳥取市誌（Ⅰ）』1972 年，542 ページ。 
（４）詳しくは，藤田安一「転換期にある鳥取市財政の現状と課題」（『鳥取大学教育地域科学部紀
要』第 4巻 第 2号，2003 年）参照。 
（５）鳥取県市町村振興協会『鳥取県市町村要覧』（1992 年度版，2001 年度版）参照。 
（６）鳥取市『市勢要覧』（2004 年度版，2006 年度版）参照。 
（７）鳥取県市町村振興協会『鳥取県市町村要覧』（2004 年度版，2006 年度版）参照。 









（16）詳しくは，藤田安一「検証・市町村合併後の兵庫県篠山市財政」（『地域学論集』第 4巻 第 3
号，2008 年）参照。 
（17）鳥取市企画調整課「第８次鳥取市総合計画」2006 年 5 月。 
（18）鳥取市行財政改革課「第９次鳥取市総合計画」2011 年 5 月。 
（19）前掲『市勢要覧』（各年度版）参照。 
（20）前掲「検証・市町村合併後の兵庫県篠山市財政」参照。 
（21）鳥取市総務課「中核市移行の取り組みについて」2014 年 6 月 10 日。 
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（22）この報告は，増田寛也編著『地方消滅－東京一極集中が招く人口急減－』（中央公論新社，
2014 年）に所収。 
（23）道州制に関しては，藤田安一「道州制と現代地方自治の危機」（『都市問題研究』2006 年 9 月
号），および同「市町村合併から道州制へ」（『地域学論集』第 3巻 第 2 号，2006 年）参照。 
 
（2014 年 10 月 3 日受付，2014 年 10 月 30 日受理） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
